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日本語教育から見た 2018 年
「骨太の改革」下の諸施策
丸 山 敬 介
1．初 め に
現在、国内の日本語教育は戦後 2番目の大きな転換期に差し掛かっている。最





















































































い」としてきた直接的根拠は、「第 6 次雇用対策基本計画」(1988 年) である4)と
いう。
けれども、その中で例外とされたのがと留学生と技能実習生である。内閣府
(2018) によると、2017年 10月の時点での外国人労働者は総計 127,8 万人、うち
留学生は 29,7万人 (23.2 %)、技能実習生 25,8 万人 (20.2 %)、合わせて 55,5万















て留学生のアルバイトを週 20 時間まで認めることとした。翌 1984年には、当時
「就学生」と呼ばれた日本語学校生にもこの規定が適用された5)。①中国 (1987









































を目的とした国際研修協力機構 (JITCO Japan International Training Coopera-





とができた。こうした事態を受けて、2010 年以降は、最初の 2 か月間の講習の








































「日本語能力試験 (N4 以上) に加え、「介護日本語評価試験 (仮称)」(介護分
















































































































































































































































13 施策)、2-(4)外国人児童生徒の教育等の充実 (計 7施策)、3-(2)海外におけ
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八






































































































































































































































































































































































































































まず、日本語教育側の動きとして、すでに 2013 年の時点でこの 3項目につい
ての言及がある。この報告書は、「日本語教育」を冠する戦後初めての国の審議
会が設置から 5年経ったのを機に日本語教育推進のための論点 (=課題) 整理を









































案件に関しては 2018 年度検討、2019 年度結論を出し実施となっている。文化審





















り方について (報告)」から出されることである。これは 2018 年に文化審議会か
らが出された報告書で、先述の 2013 年の報告にあげられた 11 の論点のうちの一
つが検討を経て果実となったものである。これまで教師養成の指針とされてきた




















表 1を見てもわかる通り、2018 年 6 月に「骨太の方針」、12月 8 日に改正入管
難民法成立、12月 25日「総合的対応策」など 3方策、2019 年 4 月 1 日改正入管


















1 ) 2019 年 4 月
2 ) 田尻 2019
3 ) 2006年以前は「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」であった。
4 ) 清水 2008 pp. 31-32、pp. 34-36
5 ) 1990 年には、留学生・就学生とも風俗関連業種を除く職場で週 28 時間までのアルバ
イトが認められるようになった。なお、在留資格「就学」設定は 1990 年だが、それ
まで慣行的にこう呼ばれていた。それも、2010 年には「留学」に統一された。
6 ) 例えば、2016年には 1,010件の留学生不法就労が摘発されたが、その大半は労働時間
が週 28 時間越えだった。 (読売新聞 2017) また、2018 年 9月には、定員を大幅に
超過して留学させていた大阪市内の観光系専門学校で 100 人超が在留資格を更新され
なかった。 (読売新聞 2018 a.) さらに、2019 年 3月には東京福祉大学で「研究生」
として受け入れた留学生が 3年間で 1,400 人行方不明になったとされる。 (読売新聞
2019 a.)
7 ) 法務省 2018
8 ) 2019 年 4 月 26日、技能実習経験が認められ、二人のカンボジア人女性の「技能実習
生」から「特定技能 1号」への在留資格変更が許可された。これが最初の「特定技能




10) こうした方針を受け、国際交流基金が「日本語基礎テスト」を作成、2019 年 4 月、
フィリピン マニラを皮切りに実施に移された。これはコンピュータを用いて解答す
るもの (CBT : Computer Based Testing) で、文字と語彙・会話と表現・聴解・読解
の 4領域からなり CEFRの A2レベル (下から 2番目の基礎段階) を測定するとして
いる。
11) ｢総合的対応策」 p. 1
12) 外国人労働者問題関係者省庁連絡会議 2006 p. 1
13) ｢総合的対応策」 p. 1
14)これら三つのうち最初の二つは文部科学省管轄となるが、日本経済新聞 (2018) によ
れば、これらに関連する 2019 年度予算は 2018 年度予算の 3倍近い額になったという。
それが少しでも有効に使われることを期待したい。
15) ｢総合的対応策」 p. 12











18) ｢総合的対応策」 pp. 13-14
19) 同上 p. 13
20) 同上 p. 4、p. 5
21) 同上 p. 8
22) 同上 p. 14
23) 同上 p. 15
24) 同上 pp. 12-13
25) こうした考え方のもとになっていると断言できないが、文化審議会 (2013) によると、
2009 年に文化審議会が地方の日本語教育における国・都道府県・市町村の役割を整
理している。
26) 文化審議会 (2013) pp. 23-24
27) ｢戦略」 p. 116。なお、日本経済新聞 (2019) には、「政府は外国人材の活躍推進を
うたった『未来投資戦略』で日本語教師の新資格を検討項目としており、文化審は
19 年度に具体的な制度設計に着手。文化庁は 20 年度以降の創設を目指す」とある。
28) ｢計画」 p. 29
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